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アンケート調査の概要
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【調査方法】

インターネット調査（株式会社日経リサーチに委託して実施）

【調査対象者】

教育資金贈与信託の受益者の親権者等

【回答者数】

11,952名

【調査協力会社】

三井住友信託銀行株式会社、三菱UFJ信託銀行株式会社、

みずほ信託銀行株式会社、株式会社りそな銀行



本制度について、利用者の9割弱が教育に「大いに寄与している（する）」と回答

「多少寄与している（する）」との回答を含めると、100％に近い方が「寄与している（する）」と回答

１．教育への寄与について

Q.この商品（制度）は、お子さまの教育に寄与している（する）と思いますか。

88.3%

10.2%

1.4%

大いに寄与している（する）と思う

多少寄与している（する）と思う

あまり寄与していない（しない）と思う

98.6%
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２．教育への寄与の具体的内容について
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約9割が「教育資金に係る生計の負担が軽くなった（なる）」と回答

教育について「将来の選択肢が広がることが期待できる」、「考える機会が増えた（増える）」といった回答も多数

Q.具体的にはどのような点が、お子さまの教育に寄与している（する）と思いますか。（複数回答可）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

87.5%

31.0%

56.6%

39.7%

19.8%

教育資金に係る生計の負担が軽くなった（なる）

お子さまの教育について考える
機会・きっかけが増えた（増える）

お子さまの将来の選択肢（進学先等）が広がる
ことが期待できる

一括して贈与を受けたので、将来の生計の
見通しが立てやすくなった（なる）

一括して贈与を受けたので、教育資金を
都度援助してもらう必要がなくなった（なくなる）

その他 1.4%

消費の活性化

教育機会の充実

教育機会の充実

教育機会の充実

消費の活性化

※ 1．の質問で「大いに寄与している（する）」または「多少寄与している（する）」と答えた方に質問



３．本制度の申込み理由について
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

わからない

その他

知人・友人に薦められたから

申込み可能期間に期限があるから

専門家（ファイナンシャル・プランナー等）に薦められたから

金融機関のウェブサイト・広告を見たから

金融機関に提案されたから

煩雑な都度の贈与をせずに、一括贈与ができるから

使途を教育目的に限定し、贈与ができるから

お子さまの教育に寄与するから

9.0%

52.3%

24.8%

5.4%

36.6%

31.5%

10.1%

4.3%

5.4%

3.8%

申込み理由については、5割以上が「教育に寄与するから」と回答

3割以上が「使途を教育目的に限定できるから」、「一括贈与できるから」とそれぞれ回答

Q.あなたのご両親等がこの商品（制度）に申し込まれたきっかけ・理由は何だと思いますか。 （複数回答可）



４．教育資金の利用方法について
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0% 20% 40% 60%

その他

高等専門学校の学費

専修学校（専門学校）・各種学校の学費

大学院の学費

海外留学の費用

資格試験の費用

幼稚園・保育園等の学費

小学校（義務教育学校を含む）の学費

中学校（義務教育学校を含む）の学費

高等学校の学費

習い事の費用

塾・予備校の費用

大学・短期大学の学費 56.3%

54.8%

48.9%

47.5%

37.2%

28.3%

19.3%

15.8%

13.4%

8.5%

3.7%

3.6%

4.2%

利用者の5割以上は「大学・短期大学の学費」、「塾・予備校の費用」と回答

「習い事の費用」、「高等学校の学費」との回答がそれぞれ5割弱

Q.この商品（制度）により、一括贈与を受けた資金の利用方法（予定含む）について、あてはまるものをすべて教え
てください。（複数回答可）



５．負担軽減に伴う資金の利用方法について
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0% 50% 100%

その他

マイカーの購入資金に充てたい

外食の機会を増やしたい

家具や家電の購入資金に充てたい

趣味やショッピングの資金に充てたい

マイホームの購入・修繕等の資金に充てたい

外出（旅行を含む）の機会を増やしたい

将来に備えて資産形成を行いたい

さらに充実した教育を受けさせたい 73.4%

56.0%

14.5%

9.1%

2.6%

2.0%

5.3%

3.4%

3.9%

教育費の負担軽減により、7割以上は「さらに充実した教育を受けさせたい」と回答

「将来に備えて資産形成を行いたい」との回答も5割以上

Q.この商品（制度）によって教育資金の負担が軽くなった分を、どのように利用したいと思いますか。（複数回答可）

※ 1．の質問で「大いに寄与している（する）」または「多少寄与している（する）」と答えた方に質問



６．制度の改善希望について
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本制度の改善を希望する点として、利用者の5割以上が「明細書による払出可能金額の拡充」と回答

「支払対象となる範囲の拡充」、「制度終了要件の緩和・撤廃」との回答も多数

Q.この商品（制度）について、改善して欲しいと思う点は何ですか。（複数回答可）



【参考】回答者の属性
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Q.現在お子様が通われている学校について

教えてください。

0% 10% 20% 30%

その他

予備校

専修学校等

大学院

大学・短期大学

高等専門学校

高等学校

中学校

小学校

幼稚園・保育園等

未就学 4.4%

13.6%

25.9%

15.6%

15.8%

19.0%

1.1%

0.6%

1.0%

2.7%

0.4%

Q.世帯主の年齢について教えてください。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

19歳以下 0.3%

1.4%

3.9%

1.0%

13.6%

43.1%

36.8%




